
１　職員の任免及び職員数に関する状況

２　人事評価の状況

３　職員の給与の状況（令和６年４月１日現在）

（２）採用者及び退職者数の状況（令和５年度）

（１）勤務時間

（１）分限処分の状況　　心身の故障による休職　　　　７人
（２）懲戒処分の状況　　法令違反による停職　　　　　１人

育児休業承認状況（令和５年度の新規承認者）
新たに取得可能となった数　15人（男性８人　女性７人）　
うち取得者数　10人（男性３人　女性７人）

自治研修所研修　60人　市町村アカデミー研修　６人　市単独研修　280人　派遣研修　４人

（１）福利厚生
　○茨城県市町村職員共済組合　短期給付事業、長期給付事業、福祉事業等
　○常陸大宮市職員互助会　　　共済給付事業、福利厚生事業等
（２）公務災害補償の認定状況（令和５年度）　０件

　勤務条件に関する措置要求、および不利益処分に関する審査請求はありませんでした。

※特別の勤務に従事する職員（保育所に勤務する職員等）については上記とは異なります

（２）休暇

（１）職種別職員数の状況（各年度４月１日現在）

　地方公務員法第23条の２に基づき、平成28年度から人事評価を実施しています。職員がその職務を遂行する
に当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で人事評価を行い、職員の任用、給与、分限その他の人事管
理の基礎としています。

（１）平均給料月額、平均年齢の状況　

（３）経験年数別平均給料月額の状況

（４）職員手当の状況

（５）特別職の報酬等の状況

（２）初任給の状況

人事行政の運営等の状況の公表

区分 平均給料月額 平均年齢
一般行政職 314,800円 41.1歳
技能労務職 323,000円 53.3歳

区分 内容

期末・勤勉手当 基準日（６月１日、12月１日）に在職する職員に支給
期末・勤勉手当基礎額　×4.5月分（職務の級による加算があります。）

その他条例により
支給される手当

扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、特殊勤務手当、宿日直手当、管理職手
当等

区分 新規採用 退職

一般行政職 16人 ９人
医療職 ０人 ０人
消防職 ０人 ２人
合計 16人 11人

区分 大学卒 短大卒 高校卒
一般行政職 202,400円 184,600円 170,900円
消防職 224,600円 205,500円 188,100円

区分 令和５年度 令和６年度 増減

一般行政職 385人 386人 １人
医療職 18人 20人 ２人
消防職 79人 82人 ３人

技能労務職 ７人 ６人 △１人
合計 489人 494人 ５人

区分 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上25年未満

一般行政職
大学卒 276,700円 311,200円 359,800円
短大卒 261,100円 307,600円 324,500円
高校卒 245,700円 271,000円 321,900円

区分 給料・議員報酬の月額 期末手当
市長

給料
820,000円

  6月期　1.7月分
12月期　1.7月分
    計　   3.4月分

副市長 643,000円
教育長 600,000円
議長

議員報酬
410,000円

副議長 370,000円
議員 350,000円

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（令和６年４月１日現在）

５　職員の分限及び懲戒処分の状況（令和５年度）

６　職員の服務の状況

７　退職管理の状況

８　職員の研修の状況（令和５年度）

９　職員の福祉及び利益の保護の状況

10　公平委員会に係る業務の状況（令和５年度）

勤務開始時間 勤務終了時間 休憩時間
8:30 17:15 12:00〜13:00

休暇の種類 休暇期間等

年次休暇 １年につき20日　（ただし、20日を限度に繰り越すことができる。）

療養休暇 公務による負傷または疾病は１年以内
私事による負傷または疾病は90日以内（特定の疾患は180日以内）

特別休暇 特別の理由（選挙権の行使、結婚、出産等）により勤務しないことが相当である場合

介護休暇 要介護者（配偶者、父母、子等の親族）を負傷、疾病または老齢により、２週間以上にわた
り介護する職員に対し、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で付与（無給）

問 総務課職員グループ
☎52-1111（内線　317）

　地方公務員法第38条の２に基づき、再就職者（市を退職後、営利企業などへ就職した者）が、市の現職職員
に対し、その営利企業などが有利となるような要求や依頼をすることが禁止されています。
　現職職員がこのような働きかけを受けた場合、公平委員会に届け出ることが義務付けられています。
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